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一部は､ 企業本位の ｢経済特区｣ や TPP の























えている｡3 また労働の側からの CSR につい
ても筆者は大きな関心を持っているが､ 今回
の拙稿では大きくは扱ってはいない｡
本稿では､ まず ｢1 企業とは何か｣ という




り組みとして ｢4 企業の社会貢献活動｣ でフィ
ランソロピーやメセナなどの活動について扱





















































一方社会的企業 (Social Enterprise, So-

























































勤めてるんだが､ もう俺 (おれ) は限界かも





































































































































































































では ｢社内規格｣､ 業界レベルでは ｢団体・
工業会規格｣､ 国レベルでは JIS のような
｢国家規格｣､ 地域レベルでは CEN のような
｢地域規格｣､ そして ISO のような ｢国際規
格｣ に分類される｡ ISO は､ 本部をジュネー
ブに置き 1947 年に ｢物質及びサービスの国
際交換を容易にし､ 知的､ 科学的､ 技術的及
び経済的活動分野の協力を助長させるために
世界的な標準化及びその関連活動の発展開発
を図ること｣ を目的に発足した｡13 ISO は非
政府組織だが､ 国際連合とその関連・専門機
関における諮問的地位を有し､ 通常の民間組
織とは趣が異なる｡ ISO の中で､ ｢社会的責
任｣ に関する国際規格は､ 規格番号 ISO
26000 として 2010 年 11 月に発行されたが､
規格の名称は“Guidance on social responsi
bility”であり､ ガイドの水準であってそれ
以上のものではない｡
2001 年 4 月､ 国際標準化機構 (ISO)の理




れた｡ 2002 年 9 月には技術管理評議会
(TMB) 内で規格化に関して作業が始まり､
社会的責任を負うのは企業や組織だけではな
いという議論を経て､ 2003 年 2 月からは社











の CSR 像を描き､ 労働者(＝従業員) や市
































































































































































































































































毎年 10 月には ｢仕事と家庭を考える月間｣
を開催し､ 職場での 『仕事』 と過程での 『育
児・介護』 の両方を支えるための取り組みを



































































引きとして､ 平成 19 年 6 月に ｢環境報告書
ガイドライン (2007 年版)｣ を発行している｡
これは ｢環境報告書ガイドライン (2003 年
度版)｣､ 及び ｢事業者の環境パフォーマンス














いる NPO の GRI (Global Reporting Ini-






































































筆者が ｢企業社会論｣ を扱うのは､ 何も現
代資本主義における企業の ｢悪徳｣ だけを攻


























































1991 年の ｢企業行動憲章｣ の制定や､ 1996 年の
｢実行の手引き｣ の作成､ さらには､ 経済社会の
変化を踏まえて､ 数次にわたる憲章ならびに実
行の手引きの見直しを行ってきた｡
近年､ ISO 26000 (社会的責任に関する国際
規格) に代表されるように､ 持続可能な社会の
発展に向けて､ あらゆる組織が自らの社会的責








































1991 年 9 月 14 日 ｢経団連企業行動憲章｣ 制定
1996 年 12 月 17 日 同憲章改定
2002 年 10 月 15 日 ｢企業行動憲章｣ へ改定
2004 年 5 月 18 日 同憲章改定













3 公正､ 透明､ 自由な競争ならびに適正な取











































3 毎日新聞 2011 年 10 月 11 日付け記事より














るもの､ さらには法的形態による分類 ､ 公益




















7 朝日新聞 2011 年 1 月 14 日記事
http://www.asahi.com/national/update/0114
/TKY201101140253_01.html 2011/10/15 検索
8 平成 22 年度大学等卒業予定者の就職内定状況




































11 たとえば ｢トヨタ自動車内野過労死事件｣ に
見られるように､ 現在においても企業が ｢労












12 ｢全トヨタ労組を支援する会｣ 機関誌 [れいめ


















14 公益通報者保護法 (平成 16 年法律第 122 号)
とは､ 主に企業の内部えの社会的不正や違法
行為を外部に告発した労働者を法的に保護す
る法律である｡ 2004 年 6 月 18 日公布され 2










16 フィランソロピーとは､ ギリシャ語の philo








































































して､ 以下の 4 つを示している｡
①法を上回る基準の育児・介護休業制度を規定
実際に利用分割取得できる育児休業制度､














22 ワーク・ライフ・バランス (WLB) とは､ 内
閣府男女共同参画会議の仕事と生活の調和に
関する専門調査会によると､ ｢老若男女の誰も





参照のこと｡ 2011. 10. 20 検索
23 歴代の厚生労働大臣優良賞受賞企業には､ 株
式会社ベネッセコーポレーション (平成 11 年
度)､ セイコーエプソン株式会社 (平成 12 年
度)､ 日本電気株式会社 (平成 13 年度)､ 富士
ゼロックス株式会社 (平成 14 年度)､ マツダ
株式会社 (平成 15 年度)､ 花王株式会社 (平
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